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親会社の異動に関するお知らせ 

 

当社の親会社に異動がありましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．異動年月日 

2023年６月16日 

 

２．異動が生じた経緯 

2023年５月12日付「株式会社8128による当社親会社である株式会社洋大の株式の３分の２超の取得に応じて行われ

る当社株式に対する公開買付けに関する意見表明のお知らせ」においてお知らせしておりますとおり、当社親会社であ

る株式会社洋大（以下「洋大」といいます。）の株主である株式会社 8128（以下「8128 社」といいます。）は、洋大

の株主が分散して保有する洋大の株式を 8128 社に集約し、洋大の経営の安定化を図ることを目的として、2023 年５月

12 日付で、洋大の株主のうち 15 名（以下「洋大株主（売主）」といいます。）との間で、8128 社が洋大株主（売主）か

ら洋大の議決権の 87.012％に相当する株式（以下「本洋大株式」といいます。）を譲り受ける旨の株式譲渡契約を締結

したとのことです。そして、本日、当社は、8128社より、当該株式譲渡契約に基づき、本日付で本洋大株式を取得した

旨の報告を受けました。 

また、2023年６月10日付「株式会社8128による当社株式に対する公開買付けの結果に関するお知らせ」においてお

知らせしておりますとおり、当社は、8128 社より、同社による本洋大株式の取得に応じて同年５月 15 日から実施され

ていた当社の普通株式（以下「当社株式」といいます。）に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）

が同年６月９日をもって終了し、本公開買付けが成立した結果、8128 社は、本公開買付けの決済の開始日（同年６月

16日）付で、当社の議決権の0.73％を取得したとの報告も受けました。 

この結果、8128 社は、洋大の総議決権の 50％超を所有し、新たに洋大の親会社に該当することとなります。これに

伴い、8128社は、本公開買付けにより取得した当社株式と同社の子会社である洋大を通じて間接的に所有する当社株式

とをあわせて、当社の総議決権の50％超を所有し、当社の親会社に該当することとなります。 

 

３．新たに親会社に該当することとなる株主の概要 

（１）名称 株式会社8128 

（２）所在地 東京都世田谷区玉川田園調布二丁目12番17号 

（３）代表の役職・氏名 代表取締役 岡本 一秀 

（４）事業内容 洋大の株式等を取得及び所有することを主たる事業の内容としていると

のことです。 

（５）資本金 1,000,000円 

（６）設立年月日 2016年 11月 25日 

（７）純資産 2,762,055円（2023年３月31日現在） 



 

 

 

（８）総資産 145,641,614円（2023年３月31日現在） 

（９）大株主及び持株比率 岡本 一秀 （持株比率 49.90％） 

岡本 八仁 （持株比率 49.90％） 

（10）当社と当該株主の関係 資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 

8128 社の代表取締役である岡本一秀氏は、当

社の取締役を兼務しております。 

また、8128 社の取締役である岡本典之氏は、

当社の代表取締役会長を兼務しております。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

 

４．異動前後における当該株主の所有する議決権の数及び議決権所有割合 

（株式会社8128） 

 属性 
議決権の数（議決権所有割合） 

直接所有分 合算対象分 合計 

異動前 - - - - 

異動後 親会社 
1,128個 

（0.73％） 

105,998個 

（68.40％） 

107,126個 

（69.12％） 

（注）異動後の「議決権所有割合」は、当社が2023年５月12日に提出した2023年３月期決算短信〔日本基準〕（連結）

に記載された2023年３月31日現在の発行済株式総数（16,579,060株）から、当該決算短信に記載された同日現

在の当社が所有する自己株式数（1,081,540株）を控除した株式数（15,497,520株）に係る議決権の数

（154,975個）を分母として計算し、小数点以下第三位を四捨五入しております。 

 

５．開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無等 

該当事項はありません。 

 

６．今後の見通し 

当該異動による当社の業績への影響はありません。 

 

以 上 


